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資料２　我が国のエネルギーフローと CO2排出量（1999年度）
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都市ガス 989

 石油製品 9,334

電力 3,395

コークス等 972

石炭 695

天然ガス・LNG 17

地熱・新エネルギー等
164

（注）　 ・化学工業のCO2排出量は、ナフサ、LPGのうち80％を原料用と見て削除するなど、いくつかの前提をおいて見積もった数値。
・非エネルギーのCO2排出量は、潤滑油とその他石油製品の各々20％が燃焼消費されると想定して見積もった数値。
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・その他数値の単位は特に記載のない限り1015J
（ペタジュール）、（　　）内は％。
・％は四捨五入の関係で、合計が100にならない
場合がある。

水力
　88,309[百万ｋWh]
地熱
　42[1015J]
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その他熱供給

石油
11,940
（52.0）

　原油
　　243,213[千kl]
　ナフサ
　　30,798[千kl]
　LPG
　　14,105[千t]
以上で　　　　　
　11,157[1015J]

石炭
　139,455[千t]

原子力
　316,616
[百万ｋWh]

1 9 9 9年度C O 2排 出 量
単位：百万ｔC

発生源ベース /消費ベース

天然ガス
　2,313[百万m3]

LNG
　51,910[千t]

出典：資源エネルギー庁「総合エネルギー統計　平成 12年度版」、石油連盟「石油税制便覧　平成13年度版」、温室効果ガス排出インベントリほか各種資料より作成
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1999年度における我が国のエネルギーフローと既存エネルギー関連税制の課税状況

ナフサ、LPGのうち80％

を原料用と見て削除す
るなど、いくつかの前提

をおいて見積もった値

 重 油  4 .1 /4 . 1

エネルギー転換部門

石炭
135,721[10 3t]

輸入 国内生産

原油
242,483[10 3kl]

石油製品
2,317[1015J]

LNG
51,910[103t]

石油精製

原油　　 237,645[10 3kl]
NGL         3,311[10 3kl]

石油製品　　　　　　9,147[10 15J]
うち
ガソリン　　　　 56,421[10 3kl]
ナフサ　　　　 17,930[10 3kl]
ｼﾞｪｯﾄ燃料油 10,811[10 3kl]
灯油    　　　　 27,008[10 3kl]
軽油    　　　　  44,166[10 3kl]
重油　　　　 68,459[10 3kl]
LPG　　　　　　　 4,937[10 3t]
以上で 8,683[10 15J]

コークス製造業

石炭         56,175[10 3t]
石油製品　      36[10 15J]
（すべてオイルコークス）

コークス等1,468[10 15J]

電気事業者・自家発

石炭 61,245[10 3t]
コークス等 308[10 15J]
原油 9,184[10 3kl]
NGL 63[10 3kl]
石油製品 1,126[10 15J]
　うち重油
　　　24,170[10 3kl] =990[1015J]
天然ガス 530[10 6m 3]
LNG 37,662[10 3t]
新エネルギー等 191[10 15J]
地熱 32[1015J]
水力発電 88,308[10 6kWh]
原子力発電 316,616[106kWh]

電力
1,052,204[10 6kWh]

都市ガス

コークス等 10[1015J]
石油製品 131[1015J]
　うちLPG

2,208[103t]=111[10 15J]

天然ガス 1,399[106m3]
LNG 13,997[103t]

都市ガス   1,022[10 15J]

その他（熱供給事業、石油化学等）

石油税

（納税義務者）

※国産：採取者
※輸入：引き取る者

（平成13年度予算）

4,880億円

石炭24,268[103t]

コークス等
933[10 15J]

石油製品
3,718[10 15J]

 うち
 　ナフサ 47,360[103kl]

 　灯油 10,275[103kl]

 　軽油 8,719[103kl]

 　重油 22,870[103kl]

 　LPG 7,661[103t]
 以上で 3,596[1015J]

天然ガス　413[10 6m 3]

都市ガス　367[10 15J]

地熱・新エネルギー等　
102[1015J]

電力　
414,884[106kWh]

産業部門

石炭・コークス等　38[10 15J]

石油製品　1,516[1015J]

　うち

灯油 19,479[103kl]

　 重油 11,199[103kl]

LPG 6,911[103t]
  以上で 1,512[1015J]

都市ガス　622[10 15J]

地熱・新エネルギー等　
41[10 15J]

電力　
506,379[10 6kWh]

民生部門

熱　21[10 15J]

石油製品　3,799[1015J]

うち

ガソリン 56,989[103kl]

ｼﾞｪｯﾄ燃料油 4,639[103kl]

軽油 　　　　 34,265[10 3kl]
重油             5,396[103kl]

LPG              1,794[10 3t]

電力　21,865[10 6kWh]

運輸部門

その他（非エネルギー）
石油製品　301[10 15J]
うち

潤滑油 2,246[103kl]

その他石油製品 4,983[103t]

以上で 301[10 15J]

石油ガス税

（納税義務者）

※国産：自動車用石油ガス容器に充填する者

※輸入：自動車用石油ガス容器に充填されて
いる石油ガスを引き取る者

（平成13年度予算）

280億円

電源開発促進税
（一般電気事業者のみ。自

家消費分も含む。）

（納税義務者）
※一般電気事業者

（平成13年度予算）

3,799億円

104 .1/0 .3

16 . 8 / 1 6 . 8

2 6 . 1 / 2 6 . 1

4 3 . 8 / 4 3 . 8

0 . 2 / 0 . 2

4 . 8 / 4 . 8

1 . 0 / 1 . 0

2 7 . 5 / 2 7 . 5

8 . 2 / 8 . 2

ガソリン

36 . 7 / 3 6 . 7

軽油引取税

（納税義務者）

※引き取る者（消費者）。た

だし、特約業者または元売
業者が代金に上乗せして徴

収し代行納付。

（平成13年度予算）

12,472億円

L P G  1 . 5 / 1 . 5

軽 油

24 . 7 / 2 4 . 7

1 . 2 / 1 . 2

20％が燃焼消費されると想定して見積もった値

既存のエネルギー関連税制のい
ずれかにおいて課税対象となって

いるもの及びそれらを主要な原料

として作られたエネルギー

輸出・在庫変動

単位：1015J

エネルギー部門自家消費・
送配電ロス

1 9 9 9 年 度
C O 2排 出 量
単 位 ： 百 万 t C

発 生 源 ベ ー ス / 　
　 消 費 ベ ー ス

注1：石特会計の税収と使途の合計額が合致しないのは、石油税収の一部（260億円）が一般会計に留保される一方、石特会計が上記税収以外に剰余金等（2,557億円）を財源としているためである。
注2：電源特会の税収と使途の合計額が合致しないのは、電源特会に剰余金があるためである。
注3：道路整備事業の事業費全体は、ガソリン税、石油ガス税、軽油引取税の税収以外に、自動車諸税の税収等も用いられている。
注4：空港整備特別会計の税収と使途の合計が合致しないのは、空港整備特別会計に空港使用料収入等があるためである。

石特会計

　 ・石炭対策　　　 　1,406億円
　 ・石油対策　　　　 4,589億円　

　 ・エネルギー需給

　　 高度化対策　　　1,709億円

電源特会

・電源立地　            2,437億円
・電源多様化対策　  2,425億円

道路整備
（事業費全体：
118,866億円）

空港整備等
（事業費全体：
5,005億円

航空機燃料税

（納税義務者）
※原則として航空機の所有者

（平成13年度予算）

1,064億円ジェット燃料油

3 . 1 / 3 . 1

原油等関税
（原油関税は平成18年

度以降は無税）

（平成13年度予算）

527億円

石炭
3,734[103t]

原油
730[103kl]

天然ガス
2,313[106m3]

水力発電
88,309[106kWh]

地熱・新エネルギー等

303[1015Ｊ]

うち
ガソリン　　　　　　1,411[103kl]

ナフサ　　　　　 30,798[103kl]

ジェット燃料油 1,659[103kl]

灯油　　　　 　3,535[10 3kl]

軽油　　　　 　1,336[10 3kl]
重油　　　　 3,230[103kl]

オイルコークス　 4,269[103t]

LPG　　　　　　 　14,105[10 3t]

以上で 2,315[1015J]

12 .1/23 .2

天然ガス　10[106m 3]

ガソリン税
（揮発油税・地方道路税）
（工業用原料等免税措置あり。）

（納税義務者）

※国産：製造者

※輸入：引き取る者

（平成13年度予算）

31,400億円

NGL
6,047[103ｋｌ]

原子力発電　
316,616
[106kWh]

0/43 . 1

0 / 2 . 2

44,152億円

0/47 . 3

空港整備特別会計

・空港整備       　　　　

　　　　　　　4,841億円

1,064億円

2/13

164億円

11/13

900億円

出典：資源エネルギー庁「総合エネルギー統計　平成 12年度版」、石油連盟「石油税制便覧　平成13年度版」、温室効果ガス排出インベントリほか各種資料より作成


